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研究要旨 

茨城県は東日本大震災と関東・東北豪雨で病院機能が維持できなくなり、5 病院で

入院患者の全員の病院避難が行われた。 

2011 年 3 月 11 日東日本大震災で茨城県では震災当日から病院の構造的破壊とライ

フラインの途絶で病院機能が失われた水戸市の１病院と翌日に北茨城市の１病院で全

国 DMAT による病院避難が実施された。また震災によるライフラインの復旧の遅れのた

めに病院機能が維持できなくなり、3月 17 日から北茨城市の 1病院の病院避難を茨城

DMAT と消防で行った。 

2015 年 9月 10 日関東・東北豪雨で鬼怒川の堤防が決壊した常総水害では水海道の 2

病院が浸水孤立し、翌日から病院避難を消防、自衛隊、関東 DMAT で行った。 

大規模地震に対しては病院の耐震性を高めることとライフラインが途絶しても病院

機能を維持できる病院 BCP、水害に対しては水防法の避難確保計画を参考にした水害

時の病院 BCP の作成を提案する。 

地震、水害時の病院避難は個々の病院 BCP では対応できないため、地域医療継続計

画で病院避難の調整を行うことを提案する。 

 

Ａ．研究目的  

地震、水害に対する病院 BCP と地震、水

害時の病院避難の調整についての地域医療

継続計画を提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

茨城県にて平成23年 3月東日本大震災と

平成 27年 9 月関東・東北豪雨(常総水害)で

被災し病院避難となった病院の状況を調査

する。 

地震に対する病院 BCP を病院避難の回避

の観点から検討する。 

水防法の改正による医療施設の避難確保

計画の作成、避難訓練の実施を参考に水害

に対する病院 BCP の作成を検討する。 

地震と水害時の病院避難における地域医

療継続計画のあるべき姿について検討する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災（茨城県） 

 東日本大震災で茨城県は広域に震度 6 弱

～強の地震が発生し、沿岸部に 3～5m の津

波を受けたが、多数傷病者の発生はなかっ

た。茨城県は広域にライフラインが途絶し、

広域の通信障害が生じた。水戸市の水戸協

同病院（総合病院、2次救急病院）が被災し、

病院の構造的破壊とライフラインの途絶で



病院機能維持ができなくなった。震災当日

の夜に茨城県庁の災害対策本部に入院患者

の転院搬送の依頼があり、120 名の入院患者

の転院搬送を茨城 DMAT と全国 DMAT の車両

で行った。 

 また震災翌日に北茨城市で被災状況調査

を行っていたDMAT隊員が北茨城市の北茨城

市立病院（総合病院、2次救急病院）の病院

機能維持が困難であると判断し、入院患者

49 名の病院避難を茨城 DMAT と全国 DMAT の

車両で行った。 

 3月16日に北茨城市の広橋第一病院(一般、

精神科病院)がライフラインの復旧の遅れ

から病院機能が維持できなくなり、県庁に

対して入院患者28名の病院避難の要請があ

った。3 月 17 日～18 日県庁 DMAT 調整本部

と消防が連携し、茨城 DMAT 車両と消防防災

ヘリで病院避難を実施した。 

 

東日本大震災における茨城県の病院避難と DMAT 本部 

 
２．地震における病院避難と病院 BCP 

 茨城県において東日本大震災では病院の

構造的破壊とライフラインの途絶で 2 病院

の病院避難が震災当日から翌日に行われた。

地震災害急性期の病院避難では停電、通信

障害の中で判断、計画を行う必要があった。 

医療介入を行いながら搬送する車両を持ち、

搬送先の調整が行える組織としてDMATが効

果的に活動した。 

 地震災害急性期の病院避難を回避するた

めには、耐震性の高い病棟を持つ必要があ

る。地震災害時の病院の構造的破壊による

病院機能低下に対しては、耐震性の高い病

棟へ入院患者の移動させることで病院避難

を回避することが可能となる。 

耐震性が十分で構造的破壊を免れてもラ

イフラインの回復が遅れると病院機能は維

持できなくなる。地震災害亜急性期にライ

フラインの復旧の見込みが立たない場合の

病院機能の制限、縮小や病院避難の計画が

必要である。 

大規模地震では県に災害対策本部が設置

され、病院避難が必要な状況になれば、県

庁の災害医療調整本部が対応することにな

る。病院機能が低下し、病院支援が必要な

状況であれば、医療圏の災害拠点病院に支

援を要請することも可能である。 

３．関東・東北豪雨による常総水害 

 平成 27 年 9 月 10 日関東・東北豪雨で午

後 0時 50 分に鬼怒川の堤防が決壊した。消

防、自衛隊、警察により水害地域で多数の

住民の避難、救助が行われた。 

 被災状況や医療需要の調査目的で、午後 6

時に県庁に DMAT 調整本部を設置、つくば二

次保健医療圏の災害拠点病院である筑波メ

ディカルセンター病院にDMAT参集活動拠点

を設置し、災害医療を開始した。午後 8 時

頃に堤防決壊場所から約 9 ㎞離れた常総市

水海道のきぬ医師会病院（総合病院）と水

海道さくら病院（一般、透析病院）の 2 つ

の病院が浸水、孤立した。病院の診療機能

は喪失し、入院患者全員（それぞれ 72 名、

90 名）と職員、患者家族等（合計約 100 名）

の避難が必要となった。 

9 月 11 日早朝に病院避難のために関東ブ



ロックの DMAT に派遣要請が行われ、隣接す

る医療圏の災害拠点病院である西南医療セ

ンター病院にも DMAT 参集活動拠点を置き、

同日午前中に病院避難が開始された。2病院

は１ｍ以上水没していて自衛隊、消防のボ

ートで入院患者を陸路搬送可能な地点まで

搬送し、消防救急車や DMAT 車両等で転院搬

送を行った。きぬ医師会病院の病院避難は

14 時ころに無事終了した。水海道さくら病

院の病院避難は夜間も続けられ、9 月 12 日

夕までに全入院患者の病院避難と病院職員、

家族等の避難が無事に行われた。 

 

常総水害における病院避難と DMAT 参集活動拠点 

 
 

４．水害における病院避難と病院 BCP 

関東・東北豪雨による常総水害では堤防

決壊から６～７時間後に決壊場所から約 9

㎞離れた水海道市の2病院が浸水孤立した。 

河川氾濫や堤防決壊による水害の範囲はハ

ザードマップで知ることはできたが、浸水

した病院の職員は堤防決壊後に水海道まで

水害が広がることを予測はできず、病院浸

水に対する避難確保計画はなかった。 

河川氾濫や堤防決壊だけでなく、地域の

排水機能を超える豪雨でも水害は起こる可

能性があり（内水氾濫）、すべての病院は水

害に対する被災予測と対応の検討が必要で

ある。 

軽度の水害から病院を守る計画、準備は

必要である。病院が浸水したときの非常電

源設備や備蓄物品の管理についての検討も

必要である。 

水害による病院避難の調整には外部との

通信が重要である。常総水害では 2 病院の

固定電話が使用不能になり、職員の携帯電

話で通信が行われた。病院の非常用携帯電

話やデータ通信機器の整備が必要である。 

 浸水、孤立した病院からの病院避難には

消防、自衛隊、DMAT、災害拠点病院などの

連携が重要であった。 

水防法の改定 

水害時の病院 BCP の作成に当たり、平成

29 年 6 月の水防法の改定、医療施設等（病

院、診療所、助産所、介護老人保健施設等）

に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・

内水・高潮編）を参考にする。  

水防法の改定のポイントは浸水想定区域

の要配慮者利用施設の管理者等による避難 

確保計画の作成、避難訓練の実施が義務と

なったことである。 

水害時の病院 BCP の作成（案） 

１． 洪水浸水想定区域内の病院 

 地域の洪水ハザードマップで、病院が洪

水浸水想定区域にあるかを確認し、浸水の

深さの予測を行う。 

２．設備・資機材 

浸水を防ぐ設備  

水害による停電、断水、燃料途絶対応 

水害時に使用可能な電子診療録、インター

ネット、外部との通信方法の確立 

水害時に使用可能な食糧、飲料水、医療資

機材の備蓄、生活水の確保 

３．診療場所、避難場所 

病院が浸水の恐れがあるとき及び浸水し

たときに入院患者の診療継続を行う場所 

病院の利用者、職員が避難する場所およ



び避難経路を確保する。 

浸水の深さが 1 階までならば 2 階以上に

避難、2階のない施設や 2階まで浸水する恐

れのある場合は近隣の避難施設に移動や安

全な高所に避難を行う。 

４．組織、人材 

 自衛水防組織を編成する。 

統括管理者、情報収集要員、避難誘導要員

を定め、統括・情報班及び避難誘導班を置

き、洪水時等における避難行動を行う。 

５．応急体制 

・水害対策本部の設置 

・自衛水防組織の活動 

・院内の被災状況調査 

・地域の水害情報収集 

・EMIS 入力 

・水害時の院内、院外への避難誘導 

・地域の関連施設との連携 

６．訓練 

上記内容の訓練を定期的に行い、病院 BCP

の改善を行っていく。 

水害時の病院避難計画（案） 

病院が浸水孤立した場合の入院患者の避

難（病院避難）は消防、自衛隊等による水

路、空路搬送や DMAT などの災害医療チーム

が必要となる。 

県庁の災害対策本部、災害医療調整本部

と地域の災害医療調整本部が連携して水害

時の病院避難を安全かつ円滑に行う計画が

必要である。 

水害時の地域医療継続計画（案） 

地域の病院がそれぞれに水害時の BCP を

持ち、地域で教育、研修、合同訓練を行う

ことが望ましい。 

地域の保健所、災害拠点病院、災害医療

チーム、病院、医院、医師会、市役所、消

防、警察、地域災害医療コーディネーター

等で水害時の地域医療継続計画を策定する。 

洪水浸水想定区域以外の施設（保健所、

災害拠点病院等）に地域災害医療調整本部

を設置し、地域の被災状況、水害情報を共

有し、地域の医療継続、要配慮者利用施設

の支援、病院避難の調整を行う。 

 

D．考察  

地震での病院 BCP はまず耐震性の高い建

物を持つこと、ライフラインの途絶に対応

できることで病院機能を維持することがで

きる。地震時の急性期の病院避難は DMAT な

どの患者搬送機能を持った医療チームの活

動が効果的であり、県庁の災害医療調整本

部とDMAT参集拠点となる災害拠点病院との

連携が重要である。 

水害での病院 BCP は水防法の避難確保計

画を参考にして作成することを提案した。 

 浸水孤立した病院からの病院避難は消防、

自衛隊、DMAT 等の多組織連携が必要である。 

 地震、水害に対する地域医療継続計画の

策定を行い、多組織が連携して被災した医

療施設の支援や病院避難の調整を行うべき

である。 

 

E.結語 

地震時の病院 BCP だけでなく、水防法の

基づいた水害時の病院 BCP を作成する。地

震、水害時の地域医療継続計画を策定し病

院避難の調整を行う。 
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